
 

 

 

「令和２年 職員の給与に関する報告」の概要 

 

 

 

 

 

 

 

 
 
１ 職員給与と民間給与の比較 

(１) 職種別民間給与実態調査 

調査対象事業所は、企業規模５０人以上、かつ、事業所規模５０人以上の市内民間事業

所１９５事業所であり、そのうち人事院が無作為に抽出した８２事業所に対して調査を行

った。 
なお、本年については、新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響を考慮し、特別給

等に関する調査を６月２９日から７月３１日まで先行して実施し(調査完了率８０．０％)、
月例給等に関する調査は、８月１７日から９月３０日までの期間で実施した。(調査完了
率８１．０％) 

(２) 職員給与と民間給与の比較結果 
＜月例給＞ 

民間従業員の給与 職員の給与(行政職(１)) 較差 

３７２，１６７円 ３７２，２６４円 △９７円(△０．０３％) 

（行政職給料表(１)適用職員の平均年齢 39.4歳、平均経験年数 17.2年） 

 

２ 改定方針 

民間給与との較差が極めて小さく、適切な改定を行うには十分でないことから、月例給の改定 

を行わない。 

 

※ 参考 

特別給の改定（令和２年１０月２１日勧告） 

  ・民間従業員の支給月数に見合うよう、年間支給月数を４.５０月分から４.４５月分に引下げ 

  ・引下げ分は、期末手当の支給月数に反映 

  

【勧告どおり特別給が改定された場合の平均年間給与】(行政職給料表(１)適用職員) 

改定前 改定後 増減 

６，１３８千円 ６，１１９千円 △１９千円(△０.３１％) 

   
 

 

本年の給与報告のポイント  

 

月例給の改定なし 

・民間給与との較差 △９７円 (△０．０３％) 

・給与較差が極めて小さいことから、月例給の改定を行わない 

令和２年１１月１０日  
相模原市人事委員会 


